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１ 重大な海難 
 我が国の周辺海域では、海運、漁業、マリンレジャーなど幅広い分野にわたり、多種

多様の活動が行われています。一度、衝突や転覆などの船舶事故、遊泳中の漂流や岸壁

からの海中転落などが発生すれば、かけがえのない人命、財産が損失するばかりではな

く、船舶事故においては、船舶燃料油等の流出などにより環境を汚染するなど、その被

害は甚大なものとなります。 

このため、海上保安庁においては、船舶交通の安全確保に関する様々な対策に取り組

むとともに、不幸にも海難が発生した場合に備え、迅速かつ的確な捜索救助活動を行い、

一人でも多くの人命、財産を救助することに全力を尽くしています。 

しかしながら、残念なことに、平成 21 年にあっては、2,549 隻の船舶が海難に遭遇

し、1,494 人の方が命を落としています。中でも、社会的反響の大きかった、いわゆる

重大な海難は、次のようなものが発生しています。 

 ※ 海難とは、衝突や転覆などの船舶事故、海中転落などの乗船中の事故、マリンレジャーに関する海

浜事故など、いわゆる「海に係わる事故」全般をいいます。 

 

（１）外国貨物船 O 号×外国貨物船 C 号衝突事故 

平成 21 年 3 月 10 日、東京都大島東方沖において、貨物船

「ORCHID PIA（4,255 トン、乗組員 16 人）」及び貨物船

「CYGNUS ACE（10,833 トン、乗組員 19 人）」による衝

突事故が発生し、貨物船 O 号は衝突後、間もなく沈没し、乗組

員 16 人（韓国人 7 人、インドネシア人 9 人）が行方不明とな

りました。 

 
（２）まき網漁船転覆・沈没事故 
 平成 21 年 4 月 14 日、長崎県平戸沖において、まき網漁船

「第十一大栄丸（135 トン、乗組員 22 人）」が転覆後沈没し

ました。捜索を実施しましたが、乗組員 11 人が死亡、1 人が

行方不明となりました。 

 

（３）プレジャーボート（2 隻）転覆事故 

 平成 21 年 6 月 13 日、新潟県荒川河口において、プレジャ

ーボート「ハヤブサ（2 トン、乗組員 3 人）」が転覆し、乗組

員 3 人が死亡しました。また、同日、新潟県阿賀野川河口にお

いて、プレジャーボート「三王丸（1 トン、乗組員 3 人）」が

転覆し、乗組員 3 人が死亡しました。 

 

 

はじめに（平成 21 年のトピック） 

船首に破口を生じた C 号  

海底から引揚げられた  
第十一大栄丸  

転覆した三王丸  

オーキッド ピア  

シグナス   エース  
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（４）漁船転覆事故 

 平成 21 年 10 月 24 日、東京都八丈島沖において、延縄漁

船「第一幸福丸（19 トン、乗組員 8 人）」が転覆しました。捜

索を実施し、４日後に乗組員 3 人が救助されましたが、乗組員

1 人が死亡、4 人が行方不明となりました。 

 

（５）護衛艦×外国貨物船衝突事故 

 平成 21 年 10 月 27 日、関門港港則法航路内において、護

衛艦「くらま（5,200 トン、乗組員 297 人）」及び貨物船

「CARINA STAR（7,401 トン、乗組員 16 人）」が衝突し、

両船で火災が発生しました。護衛艦消火作業中、乗組員 6 人が

負傷しました。 

 

（６）フェリー船体傾斜・乗揚事故 

 平成 21 年 11 月 13 日、熊野灘沖において、旅客船「あり

あけ（7,910 トン、乗組員 21 人、旅客 7 人）」が大きな波を

受け、船体が傾斜しました。その後、乗組員及び旅客は、全員

救助され、船体は岩礁に乗揚げました。 

 

（７）プレジャーボート転覆事故 

 平成 21 年 12 月 11 日、北海道苫小牧港において、プレジ

ャーボート「ノーファイト（1 トン、乗組員 7 人）」が転覆し

ました。捜索を実施しましたが、乗組員 6 人が死亡しました。 

 

 

（８）ウィンドサーファー漂流事故 

平成 21 年 10 月 17 日、富山県射水市の海岸において、ウ

ィンドサーフィンの練習中であった大学生 9 人が強風（海上風

警報発令中）により沖合へ流され漂流しました。捜索を実施し、

9 人全員を無事救助しました。 

 

（９）海水浴場における遊泳者の溺水事故 

 平成 21 年 8 月 18 日、茨城県鹿島灘に所在する複数の海水

浴場において、遊泳者が相次いで溺れました。捜索を実施しま

したが、「日川浜海水浴場」においては、沖に流された中学生 4

人のうち 1 人が死亡、「下津海水浴場」においては、1 人が死

亡、さらに「平井海水浴場」においては、中学生 6 人が溺れ、

そのうち 1 人が死亡しました。 

 

 

転覆した第一幸福丸  

船首が大破したくらま  

船体傾斜したありあけ  

転覆しテトラポットに  
乗揚げたノーファイト  

ウィンドサーフィン上で  
救助を待つ要救助者  

カリーナ  スター  

ヘリからの捜索状況  

沖で救助を待つサーファー  

にっかわはま  

おりつ  

ひらい  
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２ 海上交通安全法及び港則法の一部改正 

港則法及び海上交通安全法の一部を改正

する法律が平成 21 年 6 月 26 日に成立し、

7 月 3 日に公布されました。海上交通安全法

については、昭和 47 年に制定されて以来、

初めての実質的な改正になります。 

今回の改正は、今後５年間の海上交通安全

行政の課題と方向性を示した「新交通ビジョ

ン～海上交通の安全確保に向けての新たな展

開～」（平成 20 年６月交通政策審議会答申）

の施策の一部を実現したもので、海域特性に

応じた新たな航法の設定や危険防止のための航行援助の充実など、混雑した海域や港内

における船舶交通の安全対策の強化を図る内容となっています。 

この法律は、一部規定を除き平成 22 年７月 1 日から施行されることとなっており、

今後は、これらの適切な運用を行っていき、事故の減少を目指します。 

 

３ ENSS の実証実験（海のカーナビへ一歩前進） 

海上保安庁では、我が国沿岸海域に船舶自

動 識 別 装 置 （ Ａ Ｉ Ｓ ： Automatic 

Identification System※）を活用した航行支

援システムを運用しており、今後、ＡＩＳに

より仮想（バーチャル）航路標識を表示させ

たり、気象・海象、推薦航路、航行制限水域、

管制状況といった航行の安全に関する様々な

情報を操船者に分かりやすくビジュアルな形

でリアルタイムに提供する新たなシステム（

ＥＮＳＳ：Electronic Navigation Support 

System）の構築を図ることとしています。  
（財）日本航路標識協会では日本財団の助

成を受け、ＥＮＳＳの構築に向けた調査研究

を行っており、海上保安庁は航路標識測定船

「つしま（1,720トン）」により、この実験

に協力しました。実験ではＡＩＳによる周囲

の船舶の状況のほか、風向・風速や沈没船、

魚網の設置状況など安全な航行に必要な情報

がまさに「海のカーナビ」のように分かりや

すく表示されました。 
※ 船舶自動識別装置（AIS）とは、船舶間、船舶-陸上間で船名、位置情報などを自動又は手動で送受

信する装置です。海上保安庁では、海の安全に関する情報を AIS メッセージで提供しています。 

 

【備讃瀬戸大橋付近航行中の表示画面】  

【航路標識測定船「つしま」】  

伊良湖水道航路と伊勢湾海上交通センター
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４ 全国へ広がる LGL の活動 ～ライフジャケット着用推進～ 

この活動は、第二管区海上保安本部石巻海上保安署（宮城県）の発案で始まった、主

に漁業者を対象としたライフジャケットの着用率向上を目指す取り組みで、平成１８年

9 月、宮城県漁業協同組合雄勝町東部支所の女性部役員 3 名が同海上保安署からの委嘱

を受け、全国初の女性による「ライフジャケット着用推進員《LIFE GUARD LADIES （頭

文字をとって LGL と称している。）》」が誕生しました。 

LGL は、漁業者である父、夫、息子等身近な人達への助言や、漁港等を巡回して地域

の漁業者や釣り人への声かけ運動を行うほか、地元テレビ、ラジオといったメディア等

も活用し、ライフジャケット常時着用を呼びかけ、地域一丸となって安全意識を高める

ための活動を行っています。 

海上保安庁としても、この取り組みを全国に広げるため、全国漁協女性部連絡協議会

等関係団体に協力を依頼するなど強力に働きかけを行ってきたところ、平成１８年９月

の発足当時にはわずか 3 人であった LGL も平成 20 年には全国の１１都道府県で 562

人、その翌年の平成 2１年 12 月には 24 都道府県で 122 漁協等 1,577 人と、全国に

急速な広がりを見せ、なかでも香川県では、県内 23 全ての漁業協同組合で 258 人と

なっています。また、LGL 発祥の地である宮城県では、平成２１年に男性ＬＧＬ《通称：

LIFE GUARD LEADER》も新たに発足しており、今後は、女性のみならず男性ＬＧＬ

による活動も広く地域に浸透していくものと期待されます。 

このように、LGL の皆さんは、日々ライフジャケット着用推進に取り組んでおり、漁

船乗組員のライフジャケットの着用率が上昇していることから、海上保安庁としては、

こうした漁業者やその関係者自らの取り組みが死者・行方不明者の減少に結びついてい

くものと期待し、今後も積極的な協力・支援を行っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【全国のＬＧＬ（平成21年12月末現在 24都道府県122漁協等1,577人）】 

※網掛け箇所はＬＧＬを委嘱した都道府県 
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海上においては毎年約 1,400～1,600 人の死者・行方不明者が発生していますが、そ

の内訳は、衝突・転覆等の船舶事故によるもの、船舶内での事故や船舶からの海中転落等

乗船中の事故によるもの、遊泳・釣り等マリンレジャー中の事故によるもの、その他（陸

岸からの転落、自殺等）に大別されます。海上保安庁では、これら死者・行方不明者のう

ち、当庁の施策により減少効果が見込まれるものについて、次の政策目標を設定していま

す。 

１ 船舶事故及び船舶からの海中転落による死者・行方不明者の減少 

２ マリンレジャー活動に伴う死者・行方不明者の減少 

また、我が国周辺海域においては、毎年約 2,600 隻の船舶事故が発生していますが、

このうち経済活動に最も悪影響を与える東京湾、伊勢湾、瀬戸内海及び関門港における海

上交通を遮断するような船舶事故を避けるべきとの観点から、次の政策目標を設定してい

ます。 

３ 混雑した海域における航路を閉塞するような大規模な船舶事故の防止 

これら海上保安庁の政策目標達成状況は以下のとおりです。 

 

１ 船舶事故及び船舶からの海中転落による死者・行方不明者の減少 

「船舶事故及び船舶からの海中転落（以下この項において「政策目標対象海難」とい

う。）による死者・行方不明者数の減少」は、第 8 次交通安全基本計画（対象期間は平

成 18 年～平成 22 年まで）に基づき策定されたもので、具体的には平成 22 年までに、

政策目標対象海難による死者・行方不明者数を年間 220 人以下とするものです。 

平成 21 年においては、政策目標対象海難による死者・行方不明者数は２８２人とな

っており、残念ながら目標の達成には至りませんでした。 
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第１章 海上保安庁の政策目標達成状況 
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（１）政策目標対象海難による死者・行方不

明者数 282 人（8 人増※）を船舶種類別

にみると、最も多いのは漁船 176人（20

人減）で、全体の 6 割を占めています。 

また、当該死者・行方不明者数 282

人のうち、船内死亡者数は 40 人（3 人

減）、船舶からの海中転落による死者・

行方不明者数は 242 人（11 人増）とな

っており、海中転落による死者・行方不

明者数は、全体の 9 割を占めています。 

（２）船舶からの海中転落による死者・行方

不明者数242人を船舶種類別にみると、

漁船は 146 人（15 人減）、プレジャーボート等は 53 人（15 人増）、一般船舶は 43

人（11 人増）と、漁船が最も多く、全体の 6 割を占めています。 

（３）政策目標対象海難による死者・行方不明者数は、平成 20 年より 8 人増加しました

が、これは、一般船舶の船舶事故によるものが 25 人（18 人増）と大きく増加した

ことによります。要因としては、3 月に東京都大島沖で発生した外国貨物船「ORCHID 

PIA」の衝突・沈没事故（16 人行方不明）など、一度に多数の死者・行方不明者を伴

う外国船による船舶事故が発生したことによります。 

※ （ ）内の数値は、平成 20 年との比較 

 

２ マリンレジャー活動に伴う死者・行方不明者の減少 

海上保安庁の政策目標の一つである「マリンレジャー（プレジャーボート等を利用し

たマリンレジャーを除く。）活動に伴う死者・行方不明者数（以下この項において「死者・

行方不明数」という。）の減少」について、平成 21 年の死者・行方不明者数は 296 人

（6 人減）で、2 年連続で目標を達成することができました。 

しかし、平成 18 年、平成 19 年は 2 年連続して増加し、過去 5 年間でみるとほぼ横

ばいで推移していることから、死者・行方不明者の減少に向けた取り組みを今後も行な

っていくこととしています。 

また、平成 21 年の死者・行方不明者数では、遊泳中が 123 人、釣り中が 111 人で、

死者・行方不明者数の 8 割を占めており、この割合は、過去 5 年概ね変化はありません。 

遊泳中及び釣り中の死者・行方不明者を事故原因別に過去 5 年間でみると、遊泳中で

は 9 割が溺水であり、釣り中では 9 割が海中転落となっています。 
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（１）遊泳中 

遊泳中の死者・行方不明者数は 123 人（6

人増）でした。 

遊泳中の死者・行方不明者数のうち 18 歳

以下の若年齢層の死者・行方不明者数は、平

成 20 年と同じ 15 人です。過去 5 年間の平

均数は 19 人であり、その推移からみてもや

や減少傾向となっています。 

しかし、18 歳以下の若年齢層については、

遊泳中の事故者数が 93 人（6 人増）、うち遊

泳中の溺水事故者数は 57 人（6 人増）とそ

れぞれ平成 20 年より増加しています。 

 

（２）釣り中 

釣り中の死者・行方不明者数は 111 人（5 人減）でした。 

これを発生場所別にみると、防波堤及び磯場が多く、釣り中の死者・行方不明者数

の 7 割を占めています。また、釣り中の死者・行方不明者数の 9 割が海中転落ですが、

これら海中転落者のライフジャケット非着用者の死亡率 49％は、着用者の死亡率

27％の約 1.8 倍と高く、他方、釣り中のライフジャケット着用率は 28％と低く、

10 人中 7 人以上はライフジャケットを着用していない状況となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【死者・行方不明者】 【過去 5 年間の事故原因別の死者・行方不明者】
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３ 混雑した海域における航路を閉塞するような大規模な船舶事故の防止 

我が国の首都圏及び重要経済圏を背後

にひかえる東京湾、伊勢湾、瀬戸内海及

び関門港は、外海などの一般海域に比べ

て、海上輸送活動、漁業活動、マリンレ

ジャー活動などにより船舶交通が混雑し

ています。 

これらの海域において、一度、大規模

な船舶事故が発生した場合、船舶交通を

阻害し、我が国の経済が麻痺することに

もなりかねません。このため、海上保安

庁においては、これら混雑した海域にお

ける航路を閉塞するような大規模な船舶

事故の発生を「0」とすることを目標と

し、各種施策を講じてきました。平成 21

年にあっては、関門港港則法航路内にお

いて、護衛艦「くらま（5,200 トン）」

と外国貨物船「CARINA STAR（7,401

トン）」が衝突し、火災が発生しました。

この事故により、航路を閉塞したため、

残念ながら目標の達成には至りませんで

した。 

また、これら混雑した海域における船

舶事故は、平成 21 年は 951 隻（46 隻

減）で全体の 4 割を占めています。 
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１ 最近の海上交通の動向・環境の変化 

近年の海上交通の動向をみると、船舶通航量は減少傾向にあり、混雑した海域（浦賀

水道、伊良湖水道、明石海峡、備讃瀬戸、来島海峡及び関門海峡に限る。）における 1

日あたりの平均船舶通航量は、20 年前の 7 割となっています。また、漁船登録隻数及

びプレジャーボート保有隻数の減少傾向も見受けられます。 

 

 

 

 

混雑した海域の船舶通航量が減少する

一方、船舶の船型をみると、船舶の輸送

効率の向上、輸送コストの縮減を図るた

め船舶の大型化が年々進んでおり、１隻

当たりの総トン数は、15 年間で 5 割増

加しています。 

この船舶の大型化の顕著な傾向は、港

湾施設の能力を超える船舶の入港など、

航路航行時における他の船舶の操船自由

度に影響を与えるほか、仮に船舶事故が

発生した場合には、被害拡大の蓋然性が

高くなることにも留意する必要がありま

す。 

また、我が国の特定港 84 港における入港船舶総隻数をみると、入港隻数全体は、減

少傾向にあるのに対して、外国船舶の入港隻数は増加傾向が顕著であり、20 年前より

2 割増加しています。我が国に入港する外国船舶の中には、我が国周辺海域での航法や

地理を把握していない船員が操船している事例も多く見受けられる状況です。また、国

籍の多様化も進んでいます。 
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1.57 倍 1.34 倍 1.37 倍

第２章 海難の現状 

【プレジャーボート保有隻数及び漁船登録隻数の推移】

【入港船舶の大型化】  

【混雑した海域における通航船舶総隻数の推移】 

1 日平均
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我が国の周辺海域は、海上交通の場としてだけではなく、漁業生産、マリンレジャー

の場として多種多様な活動が競合する場であることから、海上交通の環境は増々複雑な

ものになると考えられます。 

今後も、船舶の大型化・高速化の進展、外国船舶の増加、内航船舶や漁船における船

員の高齢化・厳しい労働環境等により、引き続き潜在的な海難発生リスクの存在が懸念

されます。 

 

２ 海難の発生状況と分析 

（１）死者・行方不明者 

イ 死者・行方不明者の概観  

死者・行方不明者数は、全体で

1,494 人であり、内訳としては、

船舶事故が 143 人、船舶事故以

外の乗船中の事故が 279 人、マ

リンレジャーに関する海浜事故※

が 296 人、マリンレジャー以外

の海浜事故※が 776 人となって

います。平成 20年より全体で 53

人増加していますが、これは、マリンレジャーに関する海浜事故を除いた事故の死

者・行方不明者がそれぞれ増加したことによります。 

なかでも、最も増加したのはマリンレジャー以外の海浜事故による死者・行方不明

者で、776 人（24 人増）となっています。要因としては、陸上からの入水自殺者が

平成 20 年より 23 人増加したことによります。 

一方、減少したのは、マリンレジャーに関する海浜事故の死者・行方不明者で、296

人（6 人減）となっています。 

※ マリンレジャーに関する海浜事故とは、遊泳中の事故や釣り中の事故等をいい、マリンレジャー

以外の海浜事故とは、岸壁からの海中転落や自殺等をいいます。 
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ロ 分析 

（イ）船舶事故の死者・行方不明者数は、

143 人（19 人増）となっており、

うち最も多いのは漁船の船舶事故

68 人で、過去 5 年間を通じて常に

最多となっています。 

平成 20 年は、漁船の船舶事故に

よる死者・行方不明者数が顕著に増

加していますが、平成 21 年は逆に

減少しています。しかし、外国貨物

船の船舶事故による多数の死者・行

方不明者が発生したため、船舶事故

全体の死者・行方不明者数は増加し

ています。 

ちなみに、貨物船以外は、プレジ

ャーボートがやや増加しているもの

の、それ以外は、過去 5 年間でみる

と減少又は横ばい傾向にあります。 

 

（ロ）死者・行方不明者が発生した船舶

事故は 54 隻（1 隻増）で、過去 5

年間でみると減少傾向にあります。

事故種類別では転覆が 19 隻、船舶

種類別では漁船が 31 隻、原因別で

は操船不適切が 14 隻で最も多くな

っています。 
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（ハ）船舶事故以外の乗船中の事故によ

る死者・行方不明者数は、279 人

（16 人増）です。特に多いのは海

中転落の 141 人（13 人増）で 5

割を占めており、この傾向は過去 5

年において概ね変化はありません。 

 

 

 

 

 

 

（ニ）マリンレジャーに関する海浜事故

による死者・行方不明者数は、296

人（6 人減）です。特に多いのは遊

泳中で 123 人（6 人増）、次いで釣

り中が 111 人（5 人減）で、両者

で 8 割を占め、この傾向は過去 5 年

において概ね変化はありません。 

 

 

 

 

 

（ホ）マリンレジャー以外の海浜事故に

よる死者・行方不明者数は 776 人

（24 人増）です。特に多いのは自

殺で 508 人（23 人増）と 7 割を

占め、次いで岸壁等からの海中転落

が 203 人（3 人減）となっていま

す。 
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（２）船舶事故 

イ 船舶事故の概観 

平成 21 年において、海上保安庁が認

知した船舶事故数は 2,549 隻（135 隻

増）でした。要因としては、南九州沿岸

域における大量の流木に伴う推進器障害

やプレジャーボート（カヌー）の荒天難

航が多数発生したことによります。 

 

 

 

ロ 分析 

船舶種類別では、プレジャーボートの 1,013 隻(112 隻増)が最も多く、次いで漁船

の 812 隻(80 隻増)、貨物船の 346 隻(5 隻減)が上位 3 位を、また事故種類別では、

衝突事故の 801 隻（11 隻減）が最も多く、次いで機関故障の 384 隻（23 隻増）、乗

揚の 309 隻（5 隻減）が上位 3 位を占めています。この傾向は過去 5 年間において概

ね変化はありませんが、特徴としては、事故種類別として衝突事故が減少、また船舶種

類別としてプレジャーボートの事故が増加しています。 

 

最も多い衝突事故について、原因別でみると、見張り不十分が最多で、過去 5 年間に

おける全事故原因に占める割合は、6 割と高い割合を占めています。 
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ハ 漁船の事故 

（イ）事故種類別 

平成 21 年の事故は、依然として船

舶事故全体の 3 割と、高い割合を占め

ています。 

事故種類別では、衝突が 284隻（20

隻増）で依然として最も多く全体の 3

割を占めており、次いで運航阻害 93

隻、推進器障害 84 隻となっています。

過去 5 年間においては、衝突が最も多

く、250 隻から 350 隻で推移してい

ます。 

 

（ロ）月別 

平成 21 年の月別では、9 月が最も

多くなっています。要因としては、南

九州沿岸域における大量の流木に伴う

推進器障害が多数発生したことにより

ます。 
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（ハ）時間帯別 

平成 21 年の時間帯別では、漁業活

動が活発となる明け方の時間帯に多く

発生しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

（ニ）原因別 

平成 21 年の原因別では、見張り不十分や居眠り運航などの人為的要因に係るもの

が半数以上を占めています。また、乗船者数別にみると、1 人乗りの事故が 334 隻

で全体の 4 割を占めています。これは、見張り、操業、操船、漁獲物選別作業を 1 人

で行わなければならないといった労務環境上の問題が影響し、船舶運航に集中できな

いことが一因となっているものと思われます。 
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ニ プレジャーボートの事故 

（イ）事故種類別 

過去 5 年間における事故数は 900

隻から 1,020 隻で推移しており、平

成 21 年は 1,013 隻と全体の 4 割を

占め、最多となっています。 

事故種類別では、機関故障が 213

隻、次いでバッテリーの過放電や燃料

欠乏等の運航阻害が 177 隻となって

います。 

 

（ロ）原因別 

平成 21 年の原因別では、機関取扱

不良が 163 隻、次いで船体機器整備

不良が 150 隻となっています。 

 

（ハ）留意すべき事故 

最近のプレジャーボートの事故で注

目すべきものとして、次のとおり、「花

火大会観覧に関係した船舶の事故」、

「水上オートバイの事故」及び普及が

著しい「ミニボート（長さ 3ｍ未満か

つ出力 1.5Ｋｗ未満の船舶で国土交通大臣が指定するもの：平成 15 年の規制緩和に

より操縦士免許と船舶検査の対象外）の事故」が挙げられます。 

 

○花火大会観覧に関係した船舶の事故 

過去5年間における花火大会観覧に

関連した事故数は 100 隻で、75 人が

死傷しています。事故発生時の状況と

しては、花火大会終了後の衝突、乗揚

が最も多く、夜間航行に不慣れなこと

や、地元以外からの来訪による水路調

査不十分が主な原因となっており、平

成21年夏における事故数は15隻（負

傷者 10 人）で、平成 20 年の 20 隻

（負傷者 20 人）を下回る状況ですが、

事故の形態から負傷者の発生率が高く

なっています。 
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  ○水上オートバイの事故 

水上オートバイは、一度事故が発生

すると、操船者は大きなダメージを負

う割合が高くなっています。また、海

域利用の競合による遊泳者との接触事

故が発生しており、平成 21 年は遊泳

者に衝突した船舶のうち3割を水上オ

ートバイが占めています。 

 

 

 ○ミニボートの事故 

 ミニボートは、復原性や堪航性が劣

ることから、今後の活動状況に留意す

る必要があります。過去 5 年間におけ

るミニボートの船舶事故数は 172 隻

で、増加傾向で推移しています。平成

21 年の事故種類別では、機関故障が

13隻、転覆が 11隻となっています。

原因別では、機関取扱不良が 12 隻、

気象海象不注意が9隻となっています。 

 

 

 ホ 遊漁船の事故 

（イ）事故種類別 

過去5年間における遊漁船の事故は、

426 隻で、減少傾向で推移しています。 

平成 21 年は 62 隻となっており、

衝突が 26隻、次いで推進器障害が 10

隻、乗揚が 9 隻となっています。 

 

 

（ロ）原因別 

平成 21 年の原因別では、見張り不

十分が22隻、次いで不可抗力11隻、

操船不適切が 8 隻となっています。 
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ヘ 外国船の事故 

（イ）事故種類別 

過去5年間における外国船舶の事故

は、1,297 隻で、毎年 250 隻から

270 隻で推移しています。 

平成 21 年は 268 隻となっており、

衝突が 139 隻、次いで機関故障が 68

隻、乗揚が 26 隻となっています。 

 

 

（ロ）原因別 

平成 21 年の原因別では、操船不適

切が 89隻、次いで機関取扱不良が 40

隻、見張り不十分が 39 隻となってい

ます。 

 

 

 

 

 

（ハ）国籍別 

過去 5 年間の国籍別では、パナマが

342 隻、次いで大韓民国 228 隻、カ

ンボジアが 178 隻となっています。 

 

 

 

 

 

 

（二）船長の国籍別 

過去 5 年間の船長の国籍別では、中

華人民共和国が 376 人、次いで大韓

民国 346 人、フィリピンが 124 人と

なっています。 
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（３）混雑した海域の船舶事故 

混雑した海域（浦賀水道、伊良湖水道、明石海峡、備讃瀬戸、来島海峡及び関門海峡

に限る。）の 1 日平均の船舶通航量は約 4,300 隻となっており、事故発生の蓋然性が高

くなっています。過去 5 年間における混雑した海域の船舶事故数は 4,859 隻で、横ば

いで推移しています。平成 21 年の混雑した海域での船舶事故数は 951 隻となってお

り、事故種類別では衝突が 363 隻、船舶種類別ではプレジャーボートが 423 隻、原因

別では見張り不十分が 239 隻で最も多くなっています。 

 

 

 

 

 

平成１3 年から平成 21 年において、海

上交通安全法の航路等における総トン数

100 トン以上の衝突及び乗揚事故（449

隻）を総トン数階級で区分してみると、総

トン数 1,000 トン～10,000 トンにおい

ては、外国船舶による事故が、8 割を占め

ています。 

一方、総トン数 100 トン～500 トンの

船舶においては、日本船舶による事故が、

9 割を占めています。 

外国船舶については、我が国周辺海域で

の航法や地理を把握していないことなどが、日本船舶については、航行している船舶の

見張りの不十分さ、海上交通センターが VHF により行っている危険予防のための情報

提供等の聴取率の低さが問題として考えられています。 
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（４）灯浮標等への船舶接触事故 

海上保安庁では、船舶が安全かつ効率的

に航海できるように灯台、灯浮標、灯標と

いった航路標識を全国で5,439基設置し

ています。このうち、航路を示したり、岩

礁や浅瀬などの所在を示すため、灯浮標、

浮標及び浮体式灯標（以下、「灯浮標等」

といいます。）を1,410基設置しています。 
灯浮標等は海上に設置されていること

から、船舶による接触事故が後を絶ちませ

ん。船舶接触事故により灯浮標等が沈没、

移動、消灯すると、航行船舶の指標として

の役割が果たせなくなるだけでなく、海上

における障害物となるため、船舶交通の安

全に多大な影響を及ぼすこととなります。 
灯浮標等への船舶接触事故は毎年100

件近く発生しておりましたが、平成21年に

おいては49件となりました。海上保安庁で

は、灯浮標等への船舶接触事故減少のため

、引き続き海事関係者へのポスター配布、訪問指導などを行

い注意喚起に努めていきます。  
また、船舶接触事故件数の約半数は加害船が判明しない、

いわゆる「当て逃げ」となっています。この対策として、灯

浮標等へマーキング装置※や通報装置を取り付け、加害船の

発見に役立てるとともに、事故の把握に努めています。 
万が一灯浮標等に接触した場合、他船が灯浮標等に接触す

る事故を目撃した場合や灯浮標等に損傷を発見した場合には、

最寄りの海上保安部署又は118番へ通報していただきます

ようお願いします。  
※ マーキング装置とは、船舶が灯浮標に接触した際に黄色の特殊ペイントを噴射する装置です。この

ペイントが船舶に付着することによって、加害船の発見・確認の重要な手がかりとなります。  
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３ 海事関係法令違反の取締り状況 

平成 21 年における海事関係法令違反の送致件数は 4,017 件（48 件増）でした。 

罪種別では、無検査航行、定員超過や過積載の禁止等を規定する船舶安全法関係法令違

反の送致件数が 1,937 件で全体の約半数を占めています。 

また、海上交通の安全に直接的に影響を及ぼす航路航行義務違反等の海上交通安全法違

反の送致件数は 95 件（19 件増）です。また、危険物積載指定場所違反等の港則法（除

第 24 条）違反の送致件数は 91 件（2 件増）となっています。 
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１ 漁船の船舶事故防止対策 

死者・行方不明者を伴う事故が最も多い漁船については、海難防止講習会の開催や訪

船指導等により安全意識の高揚・啓発を図ることに加え、以下のような対策に取り組ん

でいます。 

 

（１）関係省庁海難防止連絡会議 

関係省庁の海難防止に係る各種施策につい

て意見交換、調整等を行い、効果的に各種施

策を融合し、連携を図ることを目的として設

置した当該会議において、平成 22 年までの

重点対象事項を「漁船の安全対策の推進」と

定め、漁船事故及び漁船からの海中転落によ

る死者・行方不明者の減少に向け、各省庁の

漁船安全対策に係る情報・意見交換、各省庁

のノウハウを生かした合同講習会、合同パト

ロールによる現場指導等関係省庁が更なる連

携を強化し取り組むこととしています。 

 

（２）航行安全リーダー制度 

平成 17 年 9 月サンマ棒受網漁船「第三新生丸（19 トン、乗組員 8 人）」と外国貨

物船「ジムアジア号（41,507 トン、乗組員 21 人）」とが納沙布岬沖約２３海里で衝

突し、転覆した漁船から船員１人は救助されましたが７人が死亡する悲惨な事故が発生

しました。付近海域はサンマ、サケ・マスなどの好漁場で、大型コンテナ船などの北米

航路とも重複し、また、春から秋にかけては連日濃霧が発生する厳しい環境にあります。 

第一管区海上保安本部根室海上保安部（北海道）では、これまでにも海難防止講習会

や訪船指導などを通じて注意喚起していましたが、今回、余りにも大きな犠牲が発生し

たことに鑑み、漁業者自らが考え、実行し、二度とこのような事故を起こさないように、

関係者との協議を繰り返し、過去の衝突事故の背景調査、サンマ等各種漁種の操業形態

調査などから、漁業関係者が実行可能で効果が期待できる防止策として「航行安全リー

ダー制度」を策定しました。 

  《航行安全リーダー制度》 

大きく分けて、漁業者が自ら行う船団内での対応と、船団を支援する各種情報の提

供及び呼び掛けの 2 つの柱から構成されています。 

 ◆船団内での対応 

 ・航行安全リーダー 

   サンマ漁の各船団内に 1 人の航行安全リーダーを指名し、根室海上保安部長から指

名書を伝達します。航行安全リーダーは、往復航時（特に帰港時）、付近航行漁船に

第３章 海難防止対策 

第４回関係省庁海難防止連絡会議  
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【ＭＩＣＳの概念図】 

対して、居眠り防止や厳重な見張りの励行に関する安全航行を呼び掛けます。また、

漁船に向かって接近して航行してくる大型船を発見した場合、付近航行中（操業中）

の漁船に対して注意を促します。 

 ◆支援体制 

・漁業無線局からの安全放送 

漁業無線局は、7 時、13 時及び 19 時

の 1 日 3 回、漁船への気象情報等の提供

に併せ、航行の安全を呼び掛ける放送を

行います。 

 ・航行警報の発出及び周知 

   第一管区海上保安本部と根室海上保安

部が協力し、操業繁忙期の間、北海道太

平洋沿岸東部を航行する大型船舶に対

して、ＡＩＳによる注意喚起を行います。 

漁業者の意識が大きく変わってきており「自分の命は自分で守り、そして仲間の命も

守ろう」の意識の醸成が図られており、本制度はサンマ漁業のみならずサケ・マス漁業

等他漁種にも自主的に活用されつつあります。 

 

（３）MICS の拡充 

イ ＭＩＣＳによる情報提供 

海上保安庁では、プレジャーボート、

漁船などの船舶運航者や磯釣り者、マ

リンスポーツなどのマリンレジャー愛

好者の方々などに対して、全国の海上

保安（監）部等からリアルタイムに「海

の安全に関する情報」を提供する「沿

岸域情報提供システム」（ＭＩＣＳ）

を運用し、情報不足による事故の未然

防止、死者・行方不明者の減少を目指

しています。 

ＭＩＣＳでは、海上における安全のより一層の向上を目指して、地域に密着した情報

を使いやすく、分かりやすい形に分類、整理し、インターネット、携帯電話などを通じ

て「誰もが簡単に」「必要な情報を必要な時に」「誰にでも分かりやすく」利用できる

ようリアルタイムに提供しています。 

主要コンテンツである灯台付近の気象現況へのニーズは高く、特に携帯電話向けイン

ターネットページは月間 170 万件以上の利用があります。 

平成 21 年 12 月末現在、全国の海上保安（監）部等 70 箇所で運用しています。 

航行安全リーダー指名書の伝達  

地域情報収集地域情報収集 編 集編 集

海 の安全情報海の安全情報

気象・海象情報気象・海象情報

海に関するデータ海に関するデータ

緊急ニュース緊急ニュース

船舶航行安全情報船舶航行安全情報

サービス情報サービス情報

船舶の動静情報船舶の動静情報

灯台で灯台で3030分毎に観測した風向、風速等の現況分毎に観測した風向、風速等の現況

情報提供情報提供

潮流、潮汐情報や気象の過去データなど潮流、潮汐情報や気象の過去データなど

大型船の入航予定情報、ライブカメラ映像など大型船の入航予定情報、ライブカメラ映像など

地域のイベント、海水浴情報や港湾写真など地域のイベント、海水浴情報や港湾写真など

海上工事、漁業活動状況や海難防止対策など海上工事、漁業活動状況や海難防止対策など

避難勧告や気象庁発表の警報など緊急情報避難勧告や気象庁発表の警報など緊急情報

情情報報

海上保安部海上保安部
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 ロ 民間と協力し MICS 利用可能エリア拡充を推進 

第二管区海上保安本部（宮城県）

では、東北特有の複雑な地形である

三陸沿岸部の携帯電話不感地域にお

いて、MICS で提供している情報を

より多くの方々が利用できるよう民

間の携帯電話事業者と協力し、

MICS 利用可能エリアの拡充を推進

しています。 

具体的には、MICS の利用できな

いエリア内にある灯台等に携帯電話

事業者が携帯電話基地局を設置する

ものです。 

平成 21 年においては、11 魹月に ヶ埼灯台（岩手県）及び 12 月に金華山灯台（宮

城県）の附属施設に携帯電話基地局が設置され、それぞれ運用が開始されました。 

本取組みにより、これまで携帯電話による連絡や MICS による安全情報を利用できな

かった地域が解消され、特に無線設備を搭載していない小型漁船やマリンレジャー愛好

者等に対して、より一層の事故防止が図れる環境が整いました。 

 

ハ 携帯電話への安全情報の配信 

第二管区海上保安本部釜石海上保安部（岩手県）では、管内で無線設備を搭載してい

ない小型漁船等の事故や海中転落及び危険な磯場等での釣り中の事故における死者・行

方不明者の発生が後を絶たないことを受け、MICS を中心とした「海の安全に関する情

報」や「事故防止に関する啓発情報」を岩手県が運営・管理する携帯電話向け防災情報

等配信システムを通じ、事前登録された利用者に対し、リアルタイムに直接メール配信

しています。 

平成 20 年 11 月の運用開始以降、登録者数は 1,112 人（平成 21 年 12 月末現在）

にのぼり、月平均で約 80 人が新規登録されている現状にあり、今後更なる効果を発揮

するものと期待されます。 

また最近は、更に一歩踏み込んだ取組み

として、漁業者等の「家族」にも登録を働

きかけております。これは、操業中の本人

がメール受信に気付かず、情報入手が遅れ

たために事故発生に繋がることを防止す

るものです。同じ安全情報等を家族の方も

共有し、家族の方から本人へ直接連絡する

等により、情報が確実に操業者へ届けられ、

更なる事故の未然防止に繋がることが期

待されます。 
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【登録状況】 

【海上保安庁施設へのアンテナ設置とエリアのイメージ図】

1,112 人

とどがさき  きんかさん  
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（４）長崎県まき網漁船海難防止検討会 

第七管区海上保安本部（福岡県）では、平

成 21年 4月に発生した長崎県平戸沖のまき

網漁船の転覆・沈没事故及び長崎県五島沖の

まき網漁船の乗揚・沈没事故を踏まえ、まき

網漁船による事故の再発防止を図るため、関

係海上保安部署、長崎県、関係機関・団体で

構成する「長崎県まき網漁船海難防止検討会」

を発足させました。 

検討会は、関係機関・団体に学識経験者を

加えて 17 人で構成し、長崎県下におけるま

き網漁業及びまき網漁船の事故の現状や、各

機関･団体が取り組んでいる事故防止対策な

どについて確認するとともに、平成 6 年にま

き網漁船の事故を契機としてとりまとめられ

た「安全運航マニュアル」の活用状況や安全

管理体制、ヒヤリハット事例等についてアン

ケート調査を行い、持続可能な事故防止対策

を検討しました。 

検討会では、アンケート調査の結果を踏まえた新たな安全対策を盛り込んだ「安全運

航マニュアル」及び「安全運航チェックリスト」をとりまとめ、これらの電子データを

ＣＤに集録して事業者に配布し、事業者が主体となって安全運航マニュアルの普及等を

行い、関係機関・団体は事業者が取り組む事故防止対策を支援し、相互に協力してこれ

らを推進する等、個々の事業者が安全運航マニュアルをより分かりやすく活用しやすく

するための具体策等を提言しました。さらに、検討会を「長崎県まき網漁船海難防止推

進連絡協議会（仮称）」に移行して、安全運航マニュアルの普及状況の確認や改善事項、

関係法令・安全・事故防止に関する情報等を連絡協議する体制を構築し、定期的な会合

を開催、継続していくことを関係機関・団体で確認し、検討会の提言をまき網漁船の事

故防止対策の終わりとするのではなく、新たな出発点として、持続可能な事故防止対策

を講じました。 

 

２ マリンレジャー事故防止対策 

（１）プレジャーボートの船舶事故 

①河口付近における小型船転覆事故防止 

平成21年6月13日、新潟県内の荒川と阿賀野川の河口付近で2隻のプレジャーボー

トが「磯波」と呼ばれる大きな波により相次いで転覆し、各船に乗船していたそれぞ

れ3人、計6人全員が死亡するという事故が発生しました。 

「磯波」とは、沖合いでは小さな波やうねりであっても、河口付近海域では、海底

地形や河川流等の影響を受けて大きくなった波をいい、小型船舶がこの危険な磯波を

受けると転覆するおそれがあります。特に船体の後方から磯波を受けた場合、船尾が

沈没したまき網漁船の引揚 沈没したまき網漁船の引揚 

長崎県まき網漁船海難防止検討

長崎県まき網漁船海難防止検討会 
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持ち上がり、船体が傾いて舵が効かなくなり、

船内への海水の打ち込みや船体側面からの波を

受けて横転・転覆する「ブローチング現象」が

発生しやすくなります。 

今回事故に遭遇した2隻は、早朝に出港し、

荒川と阿賀野川沖合いで釣りなどのマリンレジ

ャーを行っていたところ、天候が悪化してきた

ため、定係港へ帰港する途中に、河口付近で後

方からの磯波を受けて転覆したものと考えられ

ています。 

今回の事故を受け、第九管区海上保安本部（新

潟県）では、緊急の対策として安全啓発のリー

フレットを作成し、管内海上保安部署が行う小

型船舶関係者への海難防止指導で配布するとと

もに、マリンレジャー及び漁業の業界誌を通じ

た磯波に対する注意喚起を行いました。また、

第九管区海上保安本部ホームページやMICSで、

今回の事故や過去に同管区内で発生した河口付

近の事故事例、ブローチング現象の回避方法、

磯波に対する注意喚起の情報などを掲載するこ

とにより、河口付近の磯波に注意するよう広く

情報提供を行っています。 

一方、マリーナ等利用者団体に所属していないマリンレジャー愛好者に適切な安全

対策をいかに普及させるかが重要となります。このため第九管区海上保安本部新潟海

上保安部（新潟県）では、同海上保安部が事務局となり、新潟県、市、警察、消防、

運輸局などの関係機関のほか、漁連・漁協、釣り振興会、船舶職員養成協会、小型船

舶検査機構などに参加を呼びかけ、小型船舶の事故防止対策や連携活動を協議する

「セーフティボートネットワーク下越」を設立しました。平成21年7月13日に第1回

会議を開催し、関係機関のホームページ、機関誌への事故防止情報の掲載、各機関に

よる安全啓発活動の検討を行い、10月15日には第2回会議を開催し、同海上保安部

が作成した、実際の激しい磯波の状況の写真等

を用いた広域的なハザートマップの検討を行な

うなど、官民一体となった河口付近における小

型船舶の事故防止対策を進めています。 

さらに、小型船舶関係者が出港、帰港の適切

な判断ができるように、阿賀野川河口付近にあ

る灯台にライブカメラを設置して、周囲の海上

模様を新潟海上保安部ＭＩＣＳで提供するシス

テムを構築することを検討しています。 

 

事故状況 

セーフティボート下越 

【リーフレット】  
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②集団カヌー事故 

平成２１年５月 27 日の昼頃、鹿児島湾内に

おいて、約２０隻（生徒約５０人が乗船）のカ

ヌーによる体験学習中、折からの強風によりカ

ヌーが沖合に流され又は転覆し、そのうち数隻

のカヌーが一時行方不明となり、巡視船・航空

機等により捜索・救助されるという一歩間違え

ば大惨事に繋がる事故が発生しました。そのた

め、第十管区海上保安本部（鹿児島県）では、

カヌーの体験学習を主催した青少年教育団体に

対して、以下のような再発防止対策を実施しま

した。 

 

イ 地域住民等の連携した取り組み 

今回の事故は、カヌーに乗った多数の生徒が事故に遭遇し、父兄をはじめとした地

域関係者が一時騒然となったこともあって社会的な反響が大きかったことから、青少

年教育団体は、事故の再発防止に向けた対策がとられるまでの間、カヌーの体験学習

を休止させたうえで、海上保安庁職員や地元漁民、ＰＴＡ等の地域関係者が参画した

海浜事故防止協議会を設立し、事故の原因究明や再発防止について検討が行われまし

た。 

なお同協議会では、気象・海象状況把握の不十分及び海浜活動の中止基準の不明確

に加えて事故発生時の救助体制の不備等の青少年教育団体の安全管理体制の問題点

が指摘され、事故の再発防止対策として、現場責任者の適正配置、気象・海象状況の

情報入手方法及び活動中止基準等を定めた安全対策マニュアルが策定されました。 

 

ロ 教育現場に対する働きかけ 

今回の事故においては、青少年のみならず地域社会においても、海に対する教育環

境が欠如していることが根本的要因であると考えられたため、カヌーの体験学習を主

催する青少年教育団体に対しては、水の事故防止及び心肺蘇生法等の水難救助法等の

実技指導を実施するとともに、今回と同様の事故を想定して、地元の消防・警察・救

難所等が参加する関係機関が連携した合同の救難訓練を実施しました。 

またカヌーや遠泳等は、危険と隣りあわせの

海洋活動であることから、参加者である青少年

のほか引率する保護者、教員等についても十分

に海の危険性等の知識を涵養してもらうことが

必要であり、県教育委員会を通じ学校等の教育

機関に対して第十管区海上保安本部で実施して

いる青少年の水難事故防止のための「海猿教室」

「出前講座」を積極的に活用するよう呼びかけ

を実施しました。 

救助状況  

心肺蘇生法の訓練 
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ハ カヌーの体験学習の再開について 

青少年にとってカヌーの体験学習などを通して海に親しみ、心身の練磨を図ること

は有意義であるものの、十分な安全対策が必要不可欠です。 

今回の事故を教訓として、これまで欠けていた青少年教育団体職員への研修、訓練

等の安全対策、また活動中止基準を明記した安全対策マニュアルが策定され、青少年

が安全・安心して活動できる環境が整えられたことから、青少年教育団体はカヌーの

体験学習を再開しました。 

今後は、海洋活動に関する安全対策マニュアルの内容について適宜、見直されると

ともに、地元の海洋知識に詳しい漁業協同組合等や地域関係者と連携した安全対策が

図られることとなりました。 

 

 ③ミニボート等に係る事故 

平成１５年の規制緩和により小型船舶操縦士免許及び船舶検査の対象外となった

ミニボートは、釣具店やインターネット販売等で低価格かつ手軽に入手出来ることか

ら、急速に普及しており、ミニボート事故は、年々増加傾向となっています。 

第十管区海上保安本部熊本海上保安部（熊本県）の管内では、平成２０年には、プ

レジャーボートに占める手漕ぎボートを含めたミニボート等の事故が４割と高い比

率となり、今後、観光、レジャー客等によるミニボート等の利用者増加も更に見込ま

れることから、以下のとおり、ミニボート等に対する事故防止活動を実施しました。 

 

 

イ ミニボート等の販売店への協力依頼 

ミニボート等は、係留施設や役所の届出も必要なく、自宅等から車で手軽に、どこ

でも持ち運んで利用できることから、利用実態の把握が困難な状況となっています。 

そこで同海上保安部では、熊本県内に広く展開している釣具店及び貸しボート営業

店を何度も訪問し、ミニボート等の利用実態を調査するとともに、ミニボート等の販

売及び貸しボート営業者に対し、乗船時には気象・海象情報を十分把握しライフジャ

ケットを着用するように利用者への声掛けや、ミニボート等の利用に係る注意喚起用

パンフレットをミニボート購入者等に配布するように協力をお願いしました。 
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ロ ミニボート等の利用者への安全指導 

ミニボート等利用海域、海水浴場等では、ミ

ニボート等やゴムボート利用者に対して海上保

安官による事故防止指導を実施しました。 

特にミニボート等の利用実態調査により、夜

間にミニボート等を利用する情報があったこと

を受けて、日出前に岸壁付近等で待機している

ミニボート等の利用者に対して、ミニボート等

は他の船舶から視認しにくい状況から、夜間や

視界不良時、無灯火では運航しないように呼びかけを実施しました。 

この事故防止の取り組みについては、メディアを通じた広報活動を積極的に実施し

たところ、地元新聞及び釣り情報誌に掲載され、広くミニボート等の利用者に事故防

止の呼びかけを実施することが出来ました。 

なお現場での安全指導においては、ミニボート等の利用者から「新聞で紹介されて

いたね」と声をかけられ、注意喚起の効果を垣間見ることができました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

早朝、ミニボート等利用者への安全指導

【配布したパンフレット】  
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プレジャーボート運航者や釣人の皆様へ

海のもしもは１１８番

冬季に入り天候が荒れる日が多くなり、
気象急変による海難増加が懸念されます。

海上の気象は、陸上とは異なる場合がありますので、
「海洋気象台」の海上警報なども是非確認するようにしてください。

海上・磯などで
遭難しないために

出港・出発する際には必ず気象情
報（海上警報等）を確認し、天候の
悪化が予想される

海上警報は気象庁のホームページで確認することができます。
不幸にして、船舶の衝突、転覆、乗揚げ、海中転落などが
発生した場合、一刻も早く救助を求めることがあなたの命を
助けます。

ときは出港・出発
を中止しましょ
う！

残念だけど、海
へ行くのは中止

第八管区海上保安本部
第九管区海上保安本部

④中京・京阪神地域からの来訪者による事故 

第八管区海上保安本部管内は、四季折々の雄大な日本海の景色を堪能できるだけで

なく、新鮮な魚の宝庫ということもあり、毎年、多くのレジャー客が訪れます。中で

も中京・京阪神地域からのレジャー客が多く、若狭湾内でプレジャーボートによる事

故を起こした船長の居住地の6割は中京・京阪神地域からの来訪者によって占められ、

夏季の期間中においては 7 割を占めることがあります。これら来訪者による事故は、

風向風速や海域の状況についての情報収集不足、船体を同管区内に保管したままで十

分に点検せず出港する等、地元の人に比べ、日頃の管理や整備、発航前点検等が十分

に行われていないことのほか、「せっかく来たのだから・・」と、多少無理をしてし

まうことが事故の一因となっており、発生した事故の多くは、船長の心がけ一つで防

ぐことができたものと考えられます。 

これら来訪者は、色々なルートで管内を訪れ、活動海域も広範囲におよぶことから、

従来の巡視船艇や小型船安全協会・海上安全指導員による訪船指導、マリーナからの

リーフレットの配布等では効果的な啓発が期待できないため、次のような啓発手段を

駆使し活動を展開しています。 

イ 船舶検査機関からの周知 

小型船舶は 3 年に 1 回、車の車検と同じよ

うな検査を受ける必要があること、また、来

訪者が管内で保管している船舶は管内の検査

機関で受検することに着目し、日本小型船舶

検査機構舞鶴支部、境支部のほか、金沢支部

（第九管区海上保安本部）の協力を得て、各

船舶に対してリーフレットを配布し、事故防

止を呼びかけています。 

ロ 小型船舶操縦免許更新講習時の周知 

 5 年毎の小型船舶操縦免許証更新講習の機

会を捉え、海上保安部職員を派遣し、事故防

止について講習を行うとともに、管内に所在

する免許更新講習機関から受講者全員にリー

フレットを配布しています。 

ハ より多くの方々への周知 

事故を防止するには、船長の心がけだけでな

く、家族・友人からの呼びかけも効果的である

ことから、管内に向かう高速道路のサービスエ

リアや道の駅等でのリーフレット配布活動、地

元ＦＭ局からの事故防止周知、道路の電光掲示

板の活用、第八管区海上保安本部ホームページ

を多数の関係団体のホームページに登録する等

による周知活動を実施し、広く事故防止を呼び

かけています。 
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遊泳禁止の立て看板  

（２）遊泳中の事故 

マリンレジャーに関する海浜事故で最も死者・行方不明者の多い遊泳中の事故につい

ては、7 月下旬～8 月中旬が多いことから事故を未然に防止するため発生時期を考慮し、

海水浴場等の巡回による現場指導を実施するとともに以下の対策を講じています。 

 

イ 若年齢層対策 

若年齢層の事故者数は、遊泳中の事故者全体の3割を占めていることから、小・中

学校において児童・生徒等を対象とした安全講習会等を開催するなどして、離岸流に

対する知識、ペットボトル・クーラーボックス等身の回り品を活用した救助手法につ

いて周知啓発しています。 

 地域の取組み例として、第四管区海上保安本部尾鷲海

上保安部（三重県）では、本格的な海水浴シーズンを前

に、三重県紀北町の小学校においてプールを使用した水

難事故防止の講習会を実施しました。講習会では、児童

を対象に衣服を着けた状態でプール（海・川）に飛び込

んだ場合の浮力体験、118番の周知、浮き輪やペットボトルを使用しての救助方法等

を指導しました。 

 

ロ 海水浴場管理者及び関係機関等との連携 

警察・消防等関係機関と連携し、遊泳禁止海域における看板の設置を海水浴場管理

者等に対して働きかけるとともに、民間救助勢力（ライフセービングクラブ等）と連

携した救助体制の確立、水上オートバイと遊泳者の接触事故を未然に防止するための

海域利用調整に関する条例の制定等を自治体に対し働きかけるなど、関係機関との調

整を図り安全体制の確立に努めます。  
   地域の取組み例として、マリンレジャーシーズン本番

を迎えた７月下旬、第三管区海上保安本部銚子海上保安

部（千葉県）は、この時期多発する遊泳中の溺水事故を

防止するため、千葉県九十九里浜の各海水浴場を巡回し、

監視所のライフセーバー等と情報交換を行うとともに、

周辺に点在する遊泳禁止区域にも足を運び、管理者等に

よる看板の設置状況を点検しました。 

 

（３）釣り中の事故 

マリンレジャーに関する海浜事故において、遊泳中の事故とともに死者・行方不明者

の多い、釣り中の死者・行方不明者については、例年、秋から冬、次いでゴールデンウ

ィーク期間にかかる 4 月から 5 月にかけて多く発生しています。発生場所としては防波

堤からの転落によるものが多いことから、地域の実情を踏まえた事故多発地域の巡回の

実施と自己救命策確保に関する指導、釣り専門誌、マスコミを活用した呼びかけを行な

うとともに、防波堤管理者に対し、海中転落防止措置の実施や、立入禁止区域における

侵入防止措置等について働きかけを行います。 
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復旧された有刺鉄線  

地域の取組み例として、第六

管区海上保安本部玉野海上保安

部（岡山県）では、1２月上旬

に北海道苫小牧市、茨城県鹿島

市と、全国で連続発生している

立入禁止防波堤での釣り中の死

亡事故に鑑み、これまで釣り人

の侵入に係る通報が数回寄せら

れている管内の各防波堤につい

て、緊急実態調査を実施すると

ともに、同付近釣り人に対する

巡回指導を実施しました。その

結果、一部立入禁止防波堤ゲー

トの有刺鉄線に切断された箇所

があるなど、立入禁止区域への

侵入が容易な場所も確認されま

したが、同海上保安部から防波

堤管理者に働きかけを行なった

ところ、その後、速やかに修理・

復旧がなされました。 

 

３ 混雑した海域等における船舶事故防止対策 

（１）航路等の安全確保のための法律整備 

大規模な事故に至る恐れの大きい衝突や乗揚事故の６割は、海上交通安全法等に定め

る航路及び付近海域で発生しています。また、我が国の航行環境に不慣れな外国船舶等

が基本的な航法を遵守することができず、これを原因とした事故が後を絶ちません。 

こうした状況を踏まえ、船舶交通の安全性の向上を図ることを目的とし、平成 21 年

に港則法及び海上交通安全法の一部改正を行い、海域特性に応じた新たな航法の設定や

危険防止のための航行援助のための措置等について、次のとおり法律の整備を図りまし

た。これらの制度は、平成 22 年 7 月 1 日から実施されます。 

 〔主な改正内容〕 

イ 海域特性に応じた新たな航法の設定 

   ・一定の航路の区間における追越しの禁止や視界制限時等における危険防止のため

の航路外待機の指示 

   ・来島海峡における最低速力の設定、転流時の特別な航法の指示 

   ・航路出入口付近海域等における経路の指定 

ロ 船舶の安全な航行を援助するための措置の実施 

   ・航行に危険を及ぼすおそれのある状況を船舶に認知させるための情報提供の実施

及び当該情報の船舶における聴取義務の設定 

   

巡回指導の状況

※船舶事故を除く 

【過去５年間のマリンレジャー活動内容別死者・行方不明者】



- 33 - 

 ・船舶が交通方法に従わないで航行するおそれのある場合や船舶の航行に危険が生

ずるおそれがあると認める場合における船舶への必要な勧告及び当該勧告により

講じた措置の船舶からの報告の制度化 

ハ 港内の安全確保 

   ・台風の接近時等異常な気象・海象時における港内からの退去等の勧告・命令の制

度化 

 
 

（２）海上交通センターの機能強化 

混雑した海域の安全性を向上させるため

には、船舶が航法を守って航行することに加

え、東京湾、伊勢湾、瀬戸内海及び関門海峡

に設置された海上交通センターから船舶に対

し、より適切に情報提供等の必要なサポート

を行うことが重要です。 

この度の港則法及び海上交通安全法の一

部改正により、船舶への必要な勧告の実施等

海上交通センターの運用管制官が行う業務が

拡大・高度化することから、運用管制官に対する研修の充実を図るほか、運用管制官が

実施する業務の指導・監督を行う統括運用管制官を配置し、業務執行体制の強化を図る

ことにより海上交通センターの機能を拡充することとしています。 

また、海上交通センターと連携しながら航路のしょう戒にあたっている巡視船艇の老

朽・旧式化が進んでいることから、これら巡視船艇の代替を進め、航路航行船舶に対す

る情報提供や指導等を適切に実施する体制を確保することとしています。 
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（３）航路標識の高度化 

海上保安庁では、混雑した海域に設置され

ている灯浮標を浮体式灯標化するなど、視認

性・識別性を向上させるために高度化し、船

舶交通の流れを円滑化するとともに、航路逸

脱等による事故の未然防止を図っています。 
また、来島海峡においては、潮流の信号方

式（現行は形象物（腕木）及び灯光）を、視

認性・識別性が高い電光表示板に変更し、事

故の未然防止を図ることとしています。  
 

（４）関門港における AIS の港湾コード等入力の試行 

関門海峡は、航路の長さ約 27 ㎞、Ｓ字

状に屈曲しており、地形が最も狭まる関門

橋付近では航路の幅約 500m、最大 10 ノ

ット（約 19km/h）を超える潮流が日に 4

度、東西に流れを変える我が国有数の航海

の難所として知られています。また、関門

海峡は、東シナ海・日本海と瀬戸内海との

間を通過する船舶と、海峡の両岸にある係

留施設に出入りする船舶が、1 日に約 600

隻、複雑に行き交う特異な利用形態の港

（関門港）として、重要な役割を担っています。 

関門港を通航する船舶は、港内の行き先ごとに定められた国際信号旗をマストに掲げ

て、周囲の船舶に自船の進路を知らせていますが、この国際信号旗で進路を示す方法は、

視覚を用いる簡便な仕組みである一方、目的地ではなく港内のおおまかな進路を示すも

のであり、また、夜間や視界の悪い時、風向きなどによって確認できないことがありま

す。 

第七管区海上保安本部（福岡県）では、ＡＩＳを活用し、ＡＩＳの目的地情報に一定

の入力方法を定めることによって、船舶が昼夜間、視界の状況にかかわらず、相手船の

正確な港内の目的地・進路を容易に把握することが可能となるよう「関門港ＡＩＳ入力

ガイド」の取り組みを試行しました。我が国初めてとなるこの試みによって、船舶自ら

が安全性を高めるほか、関門海峡海上交通センターの運用管制官は、混雑する船舶個々

の目的地をＡＩＳであらかじめ判別し、無線交信で再確認しながら安全な航行ルートや

他船との危険な状況を回避させるなど、昼夜を問わずより的確できめ細やかな情報を船

舶に伝達することが可能となり、関門海峡全体の安全性の向上を図りました。 

この試行の成果は、平成 22 年 7 月 1 日から施行される港則法施行規則の改正におい

て、ＡＩＳを搭載する船舶が国内に 500 港ある港則法の適用港に入港する場合、港ご

とに設定された「港コード」や「港内の進路コード」などをＡＩＳの目的地情報欄に入

力する新たな制度の構築にも活用されました。 

AIS受信機

国際信号旗

「１代・Ｅ」を掲揚

関門港東口を通過

＞ＪＰ ＢＰＵ／Ｅ

別府港向け

関門港東口を通過

◆正確な目的地明示

◆昼夜間利用

できな い

で

き

る

AIS受信機

国際信号旗

「１代・Ｅ」を掲揚

関門港東口を通過

＞ＪＰ ＢＰＵ／Ｅ

別府港向け

関門港東口を通過

◆正確な目的地明示

◆昼夜間利用

できな い

で

き

る

【  航路標識の高度化  】  
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（５）明石海峡航路多重衝突・沈没事故防止 

平成 20 年 3 月 5 日に発生した兵庫県明石沖の明石海峡航路東口における 3 隻のタ

ンカー・貨物船が絡む多重衝突・沈没事故を踏まえ、第五管区海上保安本部（兵庫県）

では、平成２０年度に緊急対策として、見張り強化、VHF の常時聴守、航路入航時の適

切な変針の徹底等について、関係団体へ指導するとともに、地元関係者等をメンバーと

する「明石海峡航路東口における航行安全対策検討委員会」を設置し、航路出入口付近

の航法等の課題について検討を行い、「航路東方海域における新たな航行方式等」につい

て一定の結論を得ました。 

平成２１年度は、引き続き委員会において検討し、「明石海峡航路東方灯浮標を中心

とする反時計回りに整流化を図ること。」との検討結果が得られました。 

 

 

また、中・長期的な対応事項である航路形状についても委員会で検討した結果、総合

的な評価として、平成 20 年度委員会において提案された航路形状変更案ともそれぞれ

評価できる項目は認められましたが、いずれの航路形状に最も優位性があるかは見出せ

ませんでした。 

しかし、交通流シミュレーション等により検証された科学的知見は、今後検討してい

くうえで貴重な基礎データとなるものでした。 

 

 

 

 

【明石東方海域における整流化】 
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（６）瀬戸内海における居眠り事故防止 

 イ 現状 

瀬戸内海・宇和海では、例年、秋から冬にかけて居

眠り運航による事故が多発する傾向にあります。また、

これら事故の多くは、比較的少人数で運航される貨物

船及びタンカーであり、特に深夜に集中しています。 

 

 ロ 背景・要因 

瀬戸内海・宇和海の各港では朝方から夕方にかけて荷役するケースが多く、また、

関西・関東向け貨物輸送に際し瀬戸内海を経由する運航形態から、貨物船やタンカー

は、頻繁に瀬戸内海・宇和海を夜間に航行しています。 

これら多くの夜間航行を背景として、少人数で運航される貨物船等は、乗組員の疲

労蓄積や睡眠不足となりがちであり、特に秋から冬にかけて船内を閉め切り暖をとる

ことが多くなるため、これが居眠り運航を誘発する要因となっています。

   

              （各種データは、平成 19～21 年における第六管区海上保安本部集計による） 
 

 ハ 事故防止対策 

居眠り運航による事故を防止するため、第六管区海

上保安本部（広島県）では、従来から関係省庁・機関・

団体等と連携のうえ、「海難防止強調運動瀬戸内海・

宇和海地方推進連絡会議」を設置し、事故の実態と原

因を共有するとともに、効果的かつ有機的な防止対策

を検討し推進しています。 

事故防止対策の中心として、居眠り運航による事故

が多発する時期を前にした９月上旬に「居眠り運航撲

滅キャンペーン」を展開し、官民一体となり集中的

かつ精力的な活動を管内各地で進めています。本キ

ャンペーン期間中においては、リーフレットやグッズの配布、海難防止講習会の開催

などにより、乗組員をはじめ広く企業、船社関係者等に対し、事故の実態を周知する

とともに、居眠りに陥らないための工夫や無理な運航計画・配船計画の回避等を指導

しています。 

 

指導啓発用シール（平成 21 年作成）

乗揚げた貨物船  
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４ 特徴ある船舶事故防止対策 

（１）効果的な船舶事故防止思想の普及（海上安全だより） 

第一管区海上保安本部（北海道）では、北海道内における船舶事故の実態を広く関係

者に理解していただき、少しでも事故の減少に役立てたいとの思いから、平成 21 年８

月から事故の未然防止や AIS の適正運用・利用促進に関する事項を分かりやすくまとめ

た「海上安全だより」を創刊しました。 

北海道の事故は減少傾向にあり、平成２１年の事故は132隻で、過去10年間で最多

であった年の３割減となっていますが、死者・行方不明者を伴う事故に直結する蓋然性

が高い衝突・転覆などの事故の割合は依然として高い状況にあります。 

また、漁船による事故は最多であった年に比べ半減する反面、プレジャーボートによ

る事故は平成 16 年の 2 倍と増加傾向にあり、海技資格を取得し運航の知識を持ってい

るにも拘わらず、乗船頻度が少なく、また、せっかくの休日などから無理をして事故と

なる場合が多くあり、これらプレジャーボートなどを含め多くの方々にわかり易く広報

することが必要となっていました。 

「海上安全だより」では、北海道における過去の事故データを活用して事故月別発生

状況、発生場所、用途別及び事故の原因等を分析しグラフや図で分かりやすくまとめ、

さらに事故原因の大半が慣れ、過信、油断などから引き起こされたヒューマンエラーに

よるものであることから、ヒューマンファクターの視点による分析を取り入れ、一寸し

た気配りで事故を防ぐことができることを周知しています。 

また、第一管区海上保安本部では平成 20 年 7 月から AIS を導入し、船舶の動静をリ

アルタイムに把握し、衝突、乗揚などの事故防止のための各種注意喚起を行っており、

AIS を活用し事故を未然に防止した事例を関係者

に周知しています。 

しかし、航海者の安全を確保するためには、船

舶が発するAIS情報が適正であることが前提であ

ることから、あわせて AIS の適正運用についても

周知をしています。 

「海上安全だより」は北海道内の漁業協同組合、

船舶代理店、海運会社、海上作業に従事する事業

者等の海事関係者及びマリンレジャー関係団体約

250 箇所に月 1 回定期的に配信し、重大な事故

が発生した際には、事故の記憶が薄れる前に臨時

号を配信し、事故の防止思想の普及を推進してお

り、読者からは、各所への掲示、社内の教育など

に活用しているとの声が届いています。 

今後とも事故の未然防止に役立つよう内容の充

実に努め、事故ゼロを目指し継続していくことと

しています。 
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（２）霧中における事故防止（AIS を活用した霧通報の試行） 

第二管区海上保安本部（宮城県）で

は、過去の霧中事故発生状況に鑑み、

東北の太平洋沿岸海域に霧が多発する

時期を捉え、「霧中事故防止対策」とし

て、東北の太平洋沿岸海域を航行する

船舶及び関係者に対し、無線（国際Ｖ

ＨＦ）、ラジオ放送、MICS、AIS、漁

業無線局及び報道機関を通じて霧情報

の提供を行っています。 

これまで霧の発生情報は、海上保安

部署（陸上観測）及び官船並びに民間定期フェリー（海上観測）等から情報収集のうえ

提供を行ってきたところですが、沖合の観測点を増やして欲しいとの要望が多数あった

ことから、平成 21 年度においては、AIS 搭載船舶を対象として、尻屋埼等の主要変針

点付近を航行している船舶を同管区本部の AIS 装置で確認し、無線により霧発生の状況

を直接問い合わせ、この情報を試行的に追加提供しました。 

本試行の結果、主要変針点等の霧観測情報の充実が図られ、当該海域を航行している

船舶から、非常に有益であるとの評価が得られたことを踏まえ、今後、更なる霧中事故

防止対策の充実を図ることとしています。 

 

 

 

 

 

第二管区
海上保安部署
（太平洋沿岸7箇所）
行動巡視船艇

・水産庁所属船
・青森、岩手、宮城、
福島の各県所属船

※ 霧とは、視程が霧のため1000m未満となる状況

民間協力者

太平洋沿岸海域の霧情報

八戸、釜石、宮城、福島各海上保安部

宮古、気仙沼、石巻各海上保安署

協力機関

・フェリー
（金華山、とどケ埼沖）
・陸上事業所

情報処理

観測機関

霧発生

東北地方の情報 各県の情報

各ラジオ放送
・NHKローカル局（４局）
・民間FMラジオ局（４社）

通報手段

国際VHF無線通報
NHKラジオ第一放送

漁業無線
ＭＩＣＳ
ＮＡＶＴＥＸ
ＡＩＳ

※ さまざまな通報手段により情報提供

霧通報

霧情報 東北地方太平洋岸を航行する各種船舶

第二管区海上保安本部

１４０°Ｅ １４１°Ｅ １４２°Ｅ

３７°Ｎ

３８°Ｎ

３９°Ｎ

４０°Ｎ

４１°Ｎ

青森県

秋田県

岩手県

山形県

福島県

八 戸

宮 古

釜 石

宮 城

宮城県

気仙沼

福 島

陸岸から２０海里の線

石 巻

金華山沖及びとどｹ埼沖

航行中のＡＩＳ搭載船舶

尻屋埼灯台から90度に引いた線

陸岸から２０海里の線

北緯36度50分の緯度線

むつ小川原

久 慈

塩屋埼沖航行中のＡＩＳ搭載船舶

尻屋埼沖航行中のＡＩＳ搭載船舶

東北太平洋沿岸の主
要変針点を航行する

ＡＩＳ搭載船に対して、
無線での霧発生状況
の確認

霧情報の入手

霧情報の提供

ＡＩＳメッセージの受信

東北太平洋沿岸を航行するＡＩＳ搭載船舶
あてＡＩＳメッセージの送信

※ＡＩＳ受信機
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【霧中事故発生状況】 

【霧情報提供の相関図】 【AIS 搭載船舶から入手した霧情報の提供（試行）】 
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（３）三番瀬付近乗揚事故防止 

三番瀬は、千葉県浦安市、市川市、船

橋市、習志野市の東京湾沿いに広がる干

潟及び浅海域です。 

千葉港葛南地区市川水路は、この三番

瀬を掘り下げ、幅員約200m、水深約

6.5mを確保した航路であるため、航路

外は水深1m未満の浅瀬となっており、

航路を逸脱すると乗揚げることとなりま

す。また船橋水路が隣接しているため、

市川水路と船橋水路を誤認しやすいため、

市川水路に入港する際には、事前に水路

調査、航行中の針路、船位の確認などを

十分に行う必要があることから、これま

で、入港船舶全般に対して、継続的に安

全指導を実施してきたところですが、平

成２１年には、残念ながら連続して乗揚

事故が発生してしまいました。 

このため、第三管区海上保安本部（神奈

川県）において、この海域の乗揚事故に歯

止めをかけるため、これまでの乗揚事故の

状況を調査したところ、 

・同港区の年間入港船舶隻数（約13,000 

隻）のうち、外国船舶が約1,000隻と１

割を占めていること 

・迷走した後、乗揚事故を起こした船舶の

約半数が外国船舶によるものであること 

が判明したことから、外国船舶への集中的

かつ効果的な安全指導を実施することとし

ています。 

また、近年では、船舶へのAIS搭載が進

み、視覚的に船舶の動静を把握することが

可能となったことから、同海域における船

舶の通航実態を分析し、乗揚事故に至るお

それがある迷走船舶などを特定し、これら

船舶についても、事業者等を含め、集中的

な安全指導の実施に努めていきます。 

 

 

 

【三番瀬航行に関する周知情報】

 

東京湾（AIS 航跡）

三番瀬における迷走乗揚（AIS 航跡）

乗揚位置 
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（４）海難防止キャラバン 

第四管区海上保安本部（愛知県）では、「海難ゼロへの願い」を合言葉にした官民一

体となった全国海難防止強調運動の一環として、平成２１年７月１６日から３１日にか

けて、愛知県及び三重県内で関係者が海難防止を呼びかけながらバトンをつなぐ「海難

防止キャラバン」を実施しました。 

名古屋～四日市～鳥羽の間を【Ｗａｔｃｈ Ｂａｌｌ】（ワッチボール）をバトン代

わりにリレーしつつ、各地でパネル展示、関係先訪問、イベントへの参加など海難防止

に関する様々な周知活動を官民一体となって行い、広く一般の方々にも見張りの励行、

自己救命策の確保など、海の事故防止を呼びかけ、管内各地に海難防止活動の輪を広げ

ました。 

 

 

 

 

 

 

 

【Ｗａｔｃｈ Ｂａｌｌ】とは（「海難ゼロへの始救
．
式ＩＮ ナゴヤドーム」） 

「全国海難防止強調運動」の事前広報活動として、7月 10 日ナゴヤドームで行われた

プロ野球の試合開始前に、一日海上保安官による「海難ゼロへの願い」を込めた、始救
．
式（始

球式）を実施しました。 

当日は、海猿、うみまる、うーみん達が多数の観客

を出迎え、海難防止啓発用グッズを配布、グラウンド

内では関係者が一丸となって「全国海難防止強調運動

実施」の横断幕を高々と掲げました。 

そして試合開始前には、一日海上保安官に任命され

た女性海上安全指導員による始球式が行われました。 

緊張の中、初めて着用する海上保安官の制服姿での

投球でしたが、ボールはワンバウンドで見事捕手のグ

ラブにキャッチされ、観客席からは惜しみない拍手が

沸き起こりました。 

中日ドラゴンズのマスコットキャラクター「ドアラ」

の応援もあり、「全国海難防止強調運動」について、3

万人を超える来場者の方へ大きくアピールすることができました。 

【Ｗａｔｃｈ Ｂａｌｌ】（ワッチボール）は、この始球式に使用した「ボール」に、船

舶の見張りの象徴としての「双眼鏡」及び遭難者の救助に用いる「救命浮環」を組み合

わせ、「全てを見張れ」（Ｗａｔｃｈ Ａｌｌ）の願いをこめて【Ｗａｔｃｈ Ｂａｌｌ】

と命名したものです。 
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（５）入港遅延事故の防止 

イ 背景  
沖縄県の漁業経営は、ほとんどが小規模の個人経営者となっています。  
船舶のトン数別では 9 割以上が５トン未満の船舶であり、販売金額では３００万円

以下の経営体が 7 割以上を占めています。  
このような事情により、小型漁船に 1 人で乗り組み、漁を行う形態の漁業経営者が

多くなっています。なかでも、大型のイカであるソデイカの漁は、比較的遠距離で操

業が行われており、長いときで 1 週間の操業に従事する

船舶もあります。  
また、沖縄県は、マリンレジャーの盛んなところであ

り、美ら海（ちゅらうみ＝美しい海）を楽しむ、多くの

プレジャーボートが航行しています。  
 
ロ 現状  

   小型漁船は、小出力の漁業無線又は携帯電話程度しか連絡手段がない状態です。ま

た、ほとんどが 1 人乗りのため、無線に気付かないで漁をしている場合もあり、沖合

いのため携帯電話で通話できない場合もあります。ソデイカ漁の漁船が、１週間程度

出漁していると、連絡がとれない、入港予定を過ぎても入港しないなどの通報が第十

一管区海上保安本部（沖縄県）に寄せられることがあります。そのような場合、実際

に事故が発生していることが殆どですが、なかには、無線に気付かなかっただけとい

うこともありました。プレジャーボートには無線を搭載していない場合が多く、連絡

手段は漁船よりも更に少なくなります。  
   事故が発生した場合、気付くのが遅れると、命に係わる問題です。しかし、連絡し

たくても連絡手段がない状態になることもあり、いつ、どこで、事故が発生したかわ

からず、対応が遅れがちになってしまいます。  
 
ハ 対策  

   今までは漁船事故が発生してから、漁業協同組合に対し

て文書で注意喚起をしていましたが、平成 21 年度は、11

月 1 日のソデイカ漁解禁前に、沖縄県、漁業協同組合、漁

業無線局に対して注意喚起の文書を発出し、事故防止に努

めてもらうようにしました。文書では、ライフジャケット

の常時着用などとともに、１日１回以上の定時連絡の設定

を推進しています。  
   また、海上保安庁で運用している MICS の広報活動を強

力に実施しています。MICS では、パソコン、携帯電話などで海に関する情報（気象・

海象、工事情報、漂流物情報、潮汐情報など）を提供しており、漁船・プレジャーボ

ート等の船舶だけでなく、ダイビングや釣りなどのマリンレジャー愛好者にも有益な

情報が入手できます。連絡手段として、携帯電話が有効なツールとして活用されるよ

う、MICS の普及を促進しています。  

MICS のデモンストレーション  

MICS 広報用のカード  

携
帯
電
話
で
の 

乗揚げた小型漁船  
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漁船サバイバル訓練  

ライフジャケットＤＶＤの作成

 

 

 

１ ライフジャケット着用率の向上 

「第 1 章 海上保安庁の政策目標達成状況」の政策目標対象海難である船舶からの海中

転落による死者・行方不明者では、漁船からの海中転落によるものが 6 割（沿岸で操業

する小型漁船からの海中転落によるものは 4 割）を占めており、また、「第 2 章 海難の

現状」のマリンレジャーに関する海浜事故による死者・行方不明者では、釣り中の海中

転落者が 3 割となっていますが、漁船からの海中転落者、釣り中の海中転落者のいずれ

もライフジャケットの着用率が低い状況にあります。 

このような状況を踏まえ、沿岸漁業等に従事する漁業者や釣り人のライフジャケット

着用率向上に向け、次のような施策に取り組んでいます。 

 

（１）漁業者を対象としたライフジャケット着用率の向上 

漁船からの海中転落者におけるライフジャケット着用率は 32％と、平成 20 年より 6

ポイント上昇しているものの、船舶からの海中転落者全体のライフジャケット平均着用

率 45％に比較すると依然として低い状況にあります。 

また、船舶からの海中転落者におけるライフジャケットの着用・非着用による死亡率

をみると、着用者の死亡率 16％に対し、非着用者の死亡率は 55％となっており、非着

用者の死亡率は着用者の 3 倍以上も高くなっています。このことから、ライフジャケッ

トを着用するか否かは、海中転落した場合の生死を分ける大きな要因になると言えます。 

このような状況を踏まえ、漁業従事者のライフジャケット着用率を向上させる観点か

ら、漁業従事者を対象として、より一層の自己救命策確保の指導・啓発の推進が必要で

あり、海上保安庁、地方自治体等関係機関はもとより、水産関係団体等を実施主体とし

て、当事者である漁業従事者及びＬＧＬ等関係者による自発的なライフジャケット着用

推進の働きかけ等を重点的に取り組みます。【はじめに（平成２１年のトピック） 4 全

国へ広がるＬＧＬの活動（4 ページ参照）】 

地域の取組み例として、第四管区海上保安本部尾鷲海上保安部（三重県）では、地元

消防署など関係機関と協力し、漁業者を対象とした漁船サバイバル訓練を実施しました。

内容としては、主に船舶からの海中転落事故を想定した

もので、地元漁師さんに実際に海へ飛び込んでもらい、

海中転落者の船上への引揚げ訓練やライフジャケット

による浮力体験を行ったり、救命措置訓練、自己救命策

の確保について啓発指導等を実施しました。 

 また、第七管区海上保安本部唐津海上保安部（佐賀県）

では、佐賀県や玄海漁業協同組合連合会、地元ケーブル

テレビ局及び地元 LGL 等と協力し、地域のライフジャ

ケット着用推進を図るため、ライフジャケット普及啓発

DVD を製作しました。この DVD は、主に漁業者及び釣

り愛好者等を対象としたライフジャケット着用サバイ

第４章 海難発生時の対策 
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ヘリによる吊上げ救助の状況

釣り愛好者に対する講習会

釣り人への巡回指導  

バル訓練などをベースとして製作されたもので、今後、各種講習会等あらゆる機会を通

じて、この DVD を活用したライフジャケットの普及啓発を行っていくこととしていま

す。 

なお、ライフジャケットの着用が生還に繋がった一例としては、次の事例があります。

平成 21 年 11 月１日午後９時頃、高知県室戸岬の東約 50ｋｍの太平洋上において、

３人乗組みのヨットから５０歳代の男性１人が海中に転落し行方不明となりました。同

ヨットからの遭難信号を受信した海上保安庁では、直ちに巡視船艇・航空機を発動し捜

索に当たったところ、翌朝の午前８時半頃、捜索中の海上

保安庁ヘリが和歌山県潮岬南西約 50ｋｍ付近の海上を漂

流中の要救助者を発見、救助しました。当時、現場海域は、

黒潮の影響から海水温度が約 25℃と比較的暖かい状況で

あったとはいえ、荒天下、長時間（約 12 時間）漂流し生

還できたのは、何よりもライフジャケットを着用していた

ことが大きな要因であると言えます。  

 

（２）釣り人を対象としたライフジャケット着用率の向上 

釣り中の海中転落者におけるライフジャケット着用率は 22％と、平成 20 年より 6

ポイント上昇しているものの、依然として低い状況にあります。釣り中の死者・行方不

明者は、秋から冬にかけての時期が特に多く、次いでゴールデンウィーク期間にかかる

４月、5 月に多く発生していることから、これらの時期を考慮して、釣り中におけるラ

イフジャケットの常時着用など自己救命策の確保を推進するため、釣り愛好者に対する

現場指導や講習会等あらゆる機会を捉え広く啓発するよう取り組んでいます。 

 地域の取組み例として、第七管区海上保安本

部萩海上保安署（山口県）では、釣り中の海中

転落事故を減少させるため、事故の多い時期に

合わせ、管内の釣具店や主要磯釣りスポットを

巡回し、独自に作成したリーフレットを配布の

うえ、ライフジャケットの常時着用や気象情報

の早期把握、海中転落防止のための注意を呼びかけました。 

また、第三管区海上保安本部勝浦海上保安署（千葉県）

では、マリンレジャー活動の活発化するゴールデンウィー

ク期間、千葉県鴨川市の乙浜漁港に併設されたフィッシャ

リーナ鴨川において、釣り愛好者を対象とした講習会を開

き、参加者約８０名に対し、事故防止及び事故発生時の救

助率向上のためのライフジャケット着用や複数行動の励行等安全啓発を呼びかけました。 
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JR 桜木町駅前の大型スクリーン 

             

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 海難情報の早期通報 

海上保安庁では、海中転落者の海上における生存可能時間や当庁が救助に要する時間

等を勘案し、生存状態で救助するために、海難発生から当庁が情報を入手するまでの所

要時間を 2 時間以内にすることを目標としています。海中転落等海難を目撃し、あるい

は遭遇した場合、できる限り速やかに海上保安庁へ通報し、救助要請していただくこと

が重要です。 

平成 21 年の海上保安庁が関与した船舶事故及び船舶からの海中転落事故のうち、海

難発生から 2 時間以内に関知したものの割合（以下「2 時間以内関知率」という。）は

7 割となっており、なかでも漁船は 6 割と低くなっています。 

このようなことから、2 時間以内関知率のさらなる向上を図るため、引き続き、118

番の有効性、携帯電話等の連絡手段の確保をより一層推進していく必要があり、広く一

般に「緊急通報用電話番号『118 番』の有効活用」、「防水パック入り携帯電話等連絡手

段の確保」に関する指導・啓発及び広報活動等を実施していくとともに、水産関係機関・

団体への訪問指導等を行い、漁業関係者などに携帯電

話等連絡手段の確保等に関する安全意識の啓発強化に

取り組んでいるほか、釣り人に対しては、事故発生時

の迅速な救助活動を可能とするための複数行動の励行

等について働きかけています。 

 地域の取組み例として、第三管区海上保安本部（神

奈川県）では、マリンレジャー活動の活発化するゴー

ルデンウィーク期間に合わせ、横浜みなとみらい地区

の玄関口となるＪＲ桜木町駅前等に複数設置された大

型スクリーンを利用して、安全推進活動、海上保安庁

緊急通報用電話番号「118 番」及び自己救命策の確保

について広く一般に周知を図りました。 

  また、第八管区海上保安本部浜田海上保安部（島根

県）では、夏本番を前に、職員が地元ケーブルテレビ
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船底にはい上がり救助を待つ要救助者

に出演し、離岸流のＤＶＤ映像等を活用しながら、マリンレジャーを楽しむ際の注意点

をＰＲするとともに、万一の事故発生に備え、「緊急通報用電話番号『118 番』の有効

活用」、「防水パック入り携帯電話等連絡手段の確保」等を広く一般に周知し、海難の早

期通報について呼び掛けを行いました。 

なお、海上保安庁への早期通報等「自己救命策の確保」が功を奏した一例としては次

の事例があります。 

平成 21 年 12 月 13 日未明、釣り中のプレジャーボート（乗組員２人）が名古屋港

において、転覆する事故が発生しました。乗船していた 2 人は、転覆の際、海中に転落

し、ライフジャケットを着用していたとはいえ、ずぶ濡れの状態で救助を待っていまし

たが、当時、現場は、気温・水温ともそれぞれ１０℃前後と低く、そのうえ夜間に発生

した事故であったため、通航船舶に発見される可能性も低く、連絡手段がなければ危険

な状況も予想されました。しかし、要救助者は、携帯電話を防水パックに入れていたた

め、携帯電話が海水に浸かることなく、速やかに

118 番通報を行うことができ、事故発生のおよそ 3

０分後には巡視艇が現場に到着、両名は無事救助さ

れました。 

本件は「自己救命策の確保」として海上保安庁が

推進する「ライフジャケットの着用」「防水パック入

携帯電話」「118 番通報」を要救助者がきちんと励

行していたことが、迅速な救助活動に繋がった好例です。  
 

３ 救助・救急活動の充実・強化 

（１）死者・行方不明者を伴う船舶事故や海中転落は、沿岸部において多発していること

から、ヘリコプターと機動救難士等が連携した迅速な海難現場への進出、吊り上げ救

助及び救急救命処置を講じながら医療機関への搬送が行える体制の拡充等により、沿

岸部における救助・救急体制の更なる強化を図ります。平成 21 年度末現在、関西空

港（大阪府）、函館（北海道）、福岡（福岡県）、美保（島根県）、鹿児島（鹿児島県）

及び那覇（沖縄県）の（海上保安）航空基地の 6 基地に各 8 人計 48 人の機動救難士

が配置されています。また、速力や捜索監視能力等の向上を図った巡視船、航空機の

整備や巡視艇の複数クルー制導入により、救助勢力がより早く現場に到着し、遭難者

を発見できるよう取り組みを進めています。 

（２）沿岸部における迅速な救助・救急活動には、海上保安庁のみならず、他機関との協

力関係が必要不可欠であることから、警察・消防・自治体等の関係機関はもとより、

（社）日本水難救済会、（財）日本海洋レジャー安全・振興協会、ライフセービング

クラブ等民間救助組織との連携を推進し、海難救助体

制の強化も図っています。 

（３）地域の取組み例として、第三管区海上保安本部茨城

海上保安部（茨城県）では、海水浴シーズンを間近に

控えた時期、茨城県鹿島灘大竹海岸において、地元ラ

イフセービングクラブ等と合同で水難救助訓練を実



- 46 - 

医療関係者との意見交換会
機動救難士による展示訓練

施しました。  
訓練は、遊泳者３人が沖に流され、うち２人が行方不明になったとの想定で行い、つ

くば大学ライフセービングクラブ等のライフセーバーと同海上保安部や関係機関（鉾

田市、警察、消防及び県防災ヘリ）が、沖に流された要救助者の捜索救助や心肺蘇生

を協力して行うなど本番さながらの訓練で相互の連携強化を図りました。  
  また、第七管区海上保

安本部（福岡県）及び福

岡航空基地は１１月、掖

済会門司病院、関門医療

センター、五島中央病院、

済生会福岡総合病院救

命救急センター、長崎医

療センター医師等北部九州地区の医療関係者と海上における救助・救急体制に関し相

互の連携強化を図るため意見交換会を実施しました。また、これに併せて、機動救難

業務の紹介、使用資器材の説明、さらに機動救難士による展示訓練を披露しました。 

一方、佐賀県水難救済

会（会長：唐津市長）は、

１０月、唐津市役所にお

いて、「青い羽根募金」

を活用した、県内で海中

転落の危険がある海浜

等に順次救命浮環を設

置していく事業「ライフリング（命の環）プロジェクト」を記者会見で発表し、日本

初となる救命浮環内蔵型支援自動販売機を披露しました。  

 

 

記者会見  救命浮環内蔵型支援自販機


